
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 北海道斜里町 平成22年度 

人 口 
面 積 
歳 入 総 額 
歳 出 総 額 
実 質 収 支 
標 準 財 政 規 模 
地 方 債 現 在 高 

12,634 
737.01 

9,213,650 
8,898,782 

257,491 
5,678,710 
11,258,568 

人(H23.3.31現在) 
ｋ㎡ 
千円 
千円 
千円 
千円 
千円 

実 質 赤 字 比 率 
連 結 実 質 赤 字 比 率 
実 質 公 債 費 比 率 
将 来 負 担 比 率 

- 
- 

15.6 
89.0 

％ 
％ 
％ 
％ 

市 町 村 類 型 
( 年 度 毎 ) 

H18  Ⅲ－０  H19  Ⅲ－０  H20  Ⅲ－０   
H21  Ⅲ－０  H22  Ⅲ－０ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。  

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。  

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。  

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。  

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。  

財政力 

財政力指数 [0.36]  類似団体内順位 
9/51 

全国平均 
0.53 

北海道平均 
0.26 

財政力指数の分析欄 

 本町の経済は、恵まれた自然環境の下で進展する農業・漁業の基幹産業と、さらには

世界自然遺産を背景に発展する観光産業によって支えられています。特に漁業は、主

要魚種の「さけ」が８年連続漁獲量日本一になるなど、近年大幅な上昇となっています。

また、こうした一次産業を基盤とした農水産加工や、世界自然遺産「知床」を背景とした

観光に付随した多様性のある産業形態となっていることから、財政力指数は類似団体

平均より上回っています。 
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財政構造の弾力性 
経常収支比率 [85.9%]  類似団体内順位 

40/51 
全国平均 

89.2 
北海道平均 

87.5 

経常収支比率の分析欄 

 類似団体と概ね同率となっており、平成２２年度については、医師不足等による医業収

益の減少により、病院事業会計への補助金が増加したものの、普通交付税の増収など

により数値は若干減少しています。今後も財政環境が厳しくなっていくことが予想されま

すが、３次にわたる行政改革や「集中改革プラン」の実施により数値の大幅な上昇は避

けられていることから、引き続く「第４次行革」への取り組みを通じて義務的経費の削減

に努めているところです。 
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人件費・物件費等の状況 
人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [191,081円]  類似団体内順位 

30/51 
全国平均 

114,985 
北海道平均 

135,588 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄 

 人件費・物件費及び維持補修費の合計額の人口１人当たりの金額が類似団体を上

回っているのは、公共施設も多く、自然環境保全部局など、他の自治体には例を見ない

行政部門があることや、施設の維持管理について、指定管理者制度の導入により委託

化を推進していることなどによるものです。今後も引き続き民間活力の導入を推進してい

くことや、人件費・物件費・維持補修費について「第４次行政改革」への取り組みを通じ

て、義務的経費の削減に努めているところです。 
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給与水準   （国との比較） 
ラスパイレス指数 [97.2]  類似団体内順位 

42/51 
全国市平均 

98.8 
全国町村平均 

95.3 

ラスパイレス指数の分析欄 

 ラスパイレス指数は国との比較では96.7となっており、現在の「第４次行政改革」を「集

中改革プラン」と位置付けながら実施し、引き続き、職員定数や給与の適正化に努めて

いきます。 
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定員管理の状況 
人口千人当たり職員数 [12.90人]  類似団体内順位 

35/51 
全国平均 

7.24 
北海道平均 

8.14 

人口千人当たり職員数の分析欄 

 公共施設も多く、自然環境保全部局など他の自治体には例を見ない行政部門がある

ことや、一般廃棄物処理や給食・調理、施設管理部門などにおいて直営によって職員配

置しているため、類似団体平均を上回っています。今後も引き続き、施設の指定管理者

制度の導入や事業のアウトソーシングを進め定員抑制に努めます。 
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公債費負担の状況 

実質公債費比率 [15.6%]  類似団体内順位 
23/51 

全国平均 
10.5 

北海道平均 
12.8 

実質公債費比率の分析欄 

 交付税算入措置のある地方債発行が比較的多いため、類似団体平均と同じ数値と

なっており健全性を保っています。今後、大型事業の償還を迎えるため、上昇すると考え

られますが、計画的な公債費負担の平準化を図ります。 
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将来負担の状況 
将来負担比率 [89.0%]  類似団体内順位 

27/51 
全国平均 

79.7 
北海道平均 

97.5 

将来負担比率の分析欄 

 計画的な建設事業の実施による新規町債発行額を上回る公債費の償還や、公的補償

金免除繰上償還の実施などにより、町債残高や償還利子の圧縮を図るとともに、財政調

整基金などの積立による充当可能基金の増額等を行っているものの、中心市街地活性

化推進事業などの大型事業の実施による公債費の増額により、類似団体平均を上回っ

ています。 

 引き続き、大型事業による新規地方債の借入があることから、公債費残高の減少は難

しい状況にありますが、計画的な公債費負担の平準化をはかり、義務的経費の削減を

中心とする「第４次行政改革」の取り組みを進め、財政の健全化に努めていきます。 
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 北海道斜里町 平成22年度 

経常収支比率の分析 

人 口 
面 積 
歳 入 総 額 
歳 出 総 額 
実 質 収 支 
標 準 財 政 規 模 
地 方 債 現 在 高 

12,634 
737.01 

9,213,650 
8,898,782 

257,491 
5,678,710 

11,258,568 

人(H23.3.31現在) 
ｋ㎡ 
千円 
千円 
千円 
千円 
千円 

実 質 赤 字 比 率 
連 結 実 質 赤 字 比 率 
実 質 公 債 費 比 率 
将 来 負 担 比 率 

- 
- 

15.6 
89.0 

％ 
％ 
％ 
％ 

市 町 村 類 型 
( 年 度 毎 ) 

H18  Ⅲ－０  H19  Ⅲ－０  H20  Ⅲ－０   
H21  Ⅲ－０  H22  Ⅲ－０ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

人件費 類似団体内順位 
28/51 

全国平均 
25.1 

北海道平均 
22.6 

人件費の分析欄 

 人件費に係る経常収支比率は、概ね類似団体の平均値と同じとなっており

ます。今後も人件費の抑制や「第４次行政改革」に基づいた業務の民間委託

を推進し、人件費の適正化に努めます 

(%) 

33.0 

30.0 

27.0 

24.0 

21.0 

18.0 

15.0 

12.0 

27.9 

14.5 

21.7 
23.4 

24.6 
25.9 

27.0 

H22 H21 H20 H19 H18 

22.3 

23.6 

24.0 

22.0 

26.1 

物件費 類似団体内順位 
38/51 

全国平均 
12.8 

北海道平均 
10.9 

物件費の分析欄 

 類似団体平均と比較すると、物件費に係る経常収支比率は高くなっており、

要因としては、「集中改革プラン」に基づき、業務の民間委託化を推進し、職

員人件費等から委託料（物件費）へのシフトが起きていることのよるものと

なっています。今後においても、「第４次行政改革」に基づいた業務の民間委

託の推進、個別事務・事業の精査を進め、経費の抑制に努めていきます。 
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扶助費 類似団体内順位 
16/51 

全国平均 
10.4 

北海道平均 
9.6 

扶助費の分析欄 

 扶助費に係る経常収支比率は、類似団体と比較すると低くなっております

が、年々増えている傾向であり、主な増の要因としては、こども手当等の国の

制度改正による増となっております。今後においても、上昇傾向に歯止めを

かけるよう努めるとともに、制度の適正化を図ります。 
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その他 類似団体内順位 
20/51 

全国平均 
11.8 

北海道平均 
11.6 

その他の分析欄 

 類似団体平均と比較すると、その他に係る経常収支比率は、ほぼ同じ率と

なっていますが、特別会計への繰出金等が主なものとなっており、今後も特

別会計を含め、健全な財政運営に努めていきます。 
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補助費等 類似団体内順位 
42/51 

全国平均 
10.1 

北海道平均 
11.6 

補助費等の分析欄 

 類似団体平均と比較すると、補助費等に係る経常収支比率は高くなってお

り、主な要因としては、医師不足等による医業収益の減少により、病院事業

会計への補助金が増加したことなどから数値が上昇しています。今後も「第４

次行政改革」に基づいた補助負担金等の適正化に努めていきます。 
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公債費 類似団体内順位 
24/51 

全国平均 
19.0 

北海道平均 
21.2 

公債費の分析欄 

 類似団体平均と比較すると、公債費に係る経常収支比率は低くなっており

ます。今後大型事業による新規借入及び償還を迎えるため、経常収支比率、

上昇すると考えられますが、計画的な公債費負担の平準化を図っていきま

す。 
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公債費以外 類似団体内順位 
38/51 

全国平均 
70.2 

北海道平均 
66.3 

公債費以外の分析欄 

 公共施設も多く、自然環境保全部局など他の自治体には例を見ない行政部

門があることや、病院事業会計への補助金の増加等、類似団体平均を上

回っています。今後も引き続き、「第４次行政改革」の推進などにより義務的

経費の抑制に努めていきます。 
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,387,829 109,849 104,381 5.2
164,252 13,001 8,342 55.8
353,676 27,994 18,487 51.4

- - 2,242 -
- - - -

63,616 5,035 5,254 ▲ 4.2
1,365 108 2,920 ▲ 96.3

▲ 202,112 ▲ 15,997 ▲ 13,796 16.0
1,768,626 139,989 127,830 9.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

12.90 11.71 1.19
97.2 94.4 2.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,301,219 102,993 101,270 1.7

- - - -

- - - -

279,192 22,098 21,126 4.6

2,493 197 6,185 ▲ 96.8

95,074 7,525 2,944 155.6

218 17 24 ▲ 29.2

▲ 147,648 ▲ 11,687 ▲ 4,422 164.3

▲ 747,419 ▲ 59,159 ▲ 77,524 ▲ 23.7

783,129 61,986 49,604 25.0
※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H18 3,660,799 277,186 77.6 95,963 29.9 47.7

うち単独分 2,407,173 182,265 85.8 51,372 24.4 61.4
 H19 1,921,683 147,981 ▲ 46.6 76,581 ▲ 20.2 ▲ 26.4

うち単独分 1,448,093 111,512 ▲ 38.8 43,275 ▲ 15.8 ▲ 23.0
 H20 2,455,062 191,115 29.1 83,771 9.4 19.7

うち単独分 532,127 41,424 ▲ 62.9 41,478 ▲ 4.2 ▲ 58.7
 H21 1,536,948 120,450 ▲ 37.0 127,151 51.8 ▲ 88.8

うち単独分 752,371 58,963 42.3 72,559 74.9 ▲ 32.6
 H22 2,066,416 163,560 35.8 147,869 16.3 19.5

うち単独分 677,237 53,604 ▲ 9.1 63,271 ▲ 12.8 3.7
 過去５年間平均 2,328,182 180,058 11.8 106,267 17.4 ▲ 5.6

うち単独分 1,163,400 89,554 3.5 54,391 13.3 ▲ 9.8

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）

合計
▲退職金

公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負
担金に充当する一般財源等額
債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計
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（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 
北海道斜里町 平成22年度 

当該団体値 類似団体内平均値 

人口1人当たり決算額の推移 当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

(円) 
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139,989 
139,000 139,457 141,776 144,978 

人口1人当たり決算額の推移 当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

(円) 
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49,604 52,466 
46,740 45,336 46,955 
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61,986 59,874 
52,472 50,500 50,513 
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標準財政規模比（％）

区分
年度 H18 H19 H20 H21 H22

29.02 24.31 25.54 26.69 26.20

4.00 2.97 3.65 4.07 4.53

3.11 ▲ 4.55 4.20 1.64 1.38

財政調整基金残高

実質単年度収支

実質収支額
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25.00

30.00

35.00

H18 H19 H20 H21 H22

標準財政規模比（％） 

分析欄 
 財政調整基金については、平成19年度に2億円の取り崩しを行っていますが、以降に

ついては、積立を行っており、標準財政規模に占める割合は25～26％となっています。 

 実質収支額は平成19年度以外は概ね2億円前後の額となっており、実質収支比率は

概ね４％での推移となっています。 

 実質単年度収支についても、平成19年度以外は黒字の状況となっていますが、近年

は１％台での推移となっています。 

 今後は、財政調整基金をはじめとする各種基金の運用による財政運営が求められる

ため、実質単年度収支が赤字となる見込みがあり、より一層の効率的な行財政運営が

必要となっています。 

（5）実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 平成22年度 北海道斜里町 
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標準財政規模比（％）

会計

年度
H18 H19 H20 H21 H22

- 3.56 3.73 4.10 5.08

- 2.97 3.65 4.07 4.53

- 5.15 4.69 4.57 3.73

- 1.15 1.37 0.29 0.93

- 0.25 0.22 0.27 0.14

- - 0.01 0.01 0.01

- 0.01 0.01 0.01 0.00

- 0.00 0.00 0.00 0.00

- - - - -

- 0.24 0.24 0.00 0.00

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。
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分析欄 

 当町における予算は、一般会計及び６特別会計並びに２事業会計で執行されており、いず

れの会計においても資金不足は発生していないため、黒字での決算状況となっており、連結

実質赤字比率は算出されていません。 

 平成22年度決算における状況は、一般会計及び国立公園内森林保全事業特別会計の合

計で2億5千7百万円の実質収支の黒字、国民健康保険事業他3事業（老人保健事業、介護保

険事業、後期高齢者医療）の特別会計における実質収支は合わせて6千1百万円の黒字、公

共下水道事業においては、25万円の資金剰余額となっています。また、水道事業会計及び病

院事業会計の状況は、それぞれ水道事業が2億1千2百万円、病院事業会計が2億8千8百万

円の資金剰余額となったため、資金不足額は算出されませんでした。全会計を合わせた連結

実質収支額は8億1,894万5千円となり、前年度の額7億2,158万9千円と比較し、9,735万5千円

の増額となっています。 

  

（6）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 平成22年度 北海道斜里町 
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（百万円）

分子の構造
年度

H18 H19 H20 H21 H22

- 1,189 1,151 1,291 1,301

- - - - -

- - - - -

- 264 273 279 279

- 31 30 2 2

- 23 26 77 95

- 22 1 1 0

- 873 806 885 895

- 656 675 765 782

※平成19年度決算と平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は積立不足額を考慮して算定した額を含んでいる。

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

算入公債費等

実質公債費比率の分子

元利償還金等(A)

算入公債費等(B)

(A)－(B)

元利償還金

積立不足額考慮算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金利子

（7）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 平成22年度 北海道斜里町 

分析欄 
 一般会計における元利償還額は、計画的な事業執行や公的補償

金免除繰上償還などを実施していますが、微増傾向にあり単年度で

の償還額は12～13億円となっています。 

 公営企業債の元利償還に対する繰入金は、病院事業及び水道事

業、公共下水道事業に対するものとなっており、例年2億7千万円程

の額となっています。 

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等について

は、斜里地区消防組合、３町終末処理事業組合に対するものとなっ

ていますが、３町終末処理事業組合の施設改修事業に対する公債費

負担額が減少したことなどにより、200万円程の負担額となっていま

す。 

 債務負担行為に基づく支出額については、増額傾向となっています

が、総合行政システム等の更新整備などの費用が発生したことに伴

う増額となっています。 

 算入公債費等については、辺地債策事業債や臨時財政対策債、公

共道路整備等の財源対策債などの償還に対する算定額等により8億

円程の額となっています。 

 今後は、中心市街地活性化推進事業や一般廃棄物処理施設建設

事業など、大型事業の実施により、元利償還額が増加する見込みと

なっています。 
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（百万円）

分子の構造
年度 H18 H19 H20 H21 H22

- 12,753 12,097 11,594 11,259

- 245 223 307 571

- 3,038 3,241 3,508 3,725

- 33 10 8 6

- 2,075 1,501 1,468 1,380

- 17 - - -

- - - - -

- - - - -

- 2,641 2,731 2,731 2,714

- 1,235 1,123 998 923

- 8,583 8,697 8,719 8,913

- 5,702 4,520 4,437 4,391

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

将来負担額(A)

充当可能財源等(B)

(A)－(B)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

将来負担比率の分子

組合等連結実質赤字額負担見込額

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

連結実質赤字額
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分析欄 
 一般会計等における地方債現在高については、計画的な事業執行などにより、償還

額が発行額を上回っているため、減少傾向にあります。 

 債務負担行為に基づく支出予定額については、総合行政システムの更新事業等に

関する経費等により増加となっています。 

 公営企業債等繰入見込額については、病院・水道・公共下水道事業会計に対するも

のとなっており、病院事業の元利償還金に対する算定が増となったことなどにより、増

額となっています。 

 組合等負担等見込額については、斜里地区消防組合の地方債残高が減少したこと

により減額となっています。 

 退職手当負担見込額については、行財政改革に伴う職員数の減少等により、減少傾

向となっています。 

 充当可能基金については、27億1,414万円となっていますが、その半分は財政調整

基金（14億8,776万円）で、残りは国民健康保険基金等の特定目的基金となっていま

す。 

 充当可能財源等については、町営住宅使用料等や都市計画税等となっていますが、

町営住宅に関する公債費残高の減少により減額となっています。 

 基準財政需要額算入見込額については、事業費補正方式における小学校費分や公

債費方式により算入される辺地債分の算入額が減少するものの、一般廃棄物処理施

設の整備等による清掃費や臨時財政対策債償還分などで増加となっています。 

 実質公債費比率（分子）の構造同様、今後は、中心市街地活性化推進事業や一般

廃棄物処理施設建設事業など、大型事業の実施により、元利償還額が増加する見込

みとなっています。 

（8）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成22年度 北海道斜里町 
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